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:田学会雑誌」83卷 1号 （1990年4 月）

イ ギ リ ス 産 業 革 命 期 に お け る 生 活 水 準 論 争 再 訪 ( 下 )

松 村 高 夫
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n r 地方的実質賃金指数の作成

ア シ ュ ト ン （Ashton, T.S. [1949] ) が 全国的 

な単一の長期間にわたる実質賃金指数作成の意 

義を否定し，地方的レヴ-ルの実質賃金の研究 

の必要性を提唱したことは，前述したところで 

ある力"、（前稿（上)，pp. 166-7,詳しくは，松村高夫 

〔1970〕，pp. 28-9) , アシュトン自身はマンチェス 

ターとオウルダムの食品価格指数表を三枚提示 

したにすぎない。しかし，その後地方史的実質 

賃金指数を作成しなかった歴史家たちの中でも，

それを作成すること自体の意義を強調する者は 

多い。第二次大戦後の楽観論者の旗手D.C. コ 

一 ルマンでさえ，1962年につぎのように述べて, 

全国的指数の過度の強調を批判している。「19 

世紀前半のプリテンの生活水準に関するひきつ 

づいて行なわれている論争は，総計という点で 

大きく前進した。論争は賃金と物価，消費と収 

入と課税の統計で揺り動かされており，一般化 

した言■明 〔必ずしも充分に根拠のある一般化ではな 

いが）は前後にふらついている。 もっと早い時 

代と格闘している歴史家が痛烈に知覚している, 

あるいは知覚すべきであるイングランド経済の 

あの多様性に，多くの注意が払われていないよ 

うにみえる。全国的変化のドラマは当初から批 

半IJ者と弁護者の双方を，ユンゲルスとユアの双 

方をひきつけてきた。逆に， 舞台の中央から 

離れたドラマティックでない地 方 undramatic 

regionsにはほとんど注意が払われてこなかっ 

た。」（Coleman, D. C .〔1962〕，pp. 115-9) コールマ 

ンのこの主張は，ハートウエル= ホプズホ一ム

論争が激しく交されている最中になされたもの 

である。J .サヴィルもつぎのようにいう。必要 

なのは，「生活水參に影響を与える多数の異な 

った問題に我々の研究努力を集中することであ 

る。実質収入，失業と臨時雇用，食糧供給と食 

* 内容，労働炎言と死亡率，社会的犯罪，健康 

と住宅—— これら全ては地方的•地域的脈絡の 

内部の職業集-団ゃ副次* 団に関連している。そ 

うすれば全国的な議論を意義のある方法で前進 

させることができるだろう0 i (Saville, J .〔1974〕,
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p.487)

しかし現実には， アシュトンの1949年の提唱 

にもかかわらず，長い間地方史実質賃金の算出 

はなされなかった。提唱されてから17年経った 

1966年，ようやくバースを対象としたR.S. ニー 

ルの先駆的砸究が現われたが， これもハートゥ 
エ ル = ホプズボーム論争に刺戟されたものであ 

る。1970年代に入ると，G .バーンズビーのブラッ 

ク. カントリー研究（Barnsby, G. J . 〔1971〕），T. R. 

グ ーアヴィッシュのグラスゴウ研究（Gourvish, 

T .R .〔1970〕，〔1972〕）， E . ホプキンスのスタウ 

ア プ リ ッ ジ 研 究 〔Hopkins, E . 〔1975〕）， E. ロバ

C .H . [1986])の国民経済分析は， 19世紀後半 

にロンドンを含むィングランド南東部に世界最 

初 の 「大規模消費社会」 が現出したとし， ィン 

グランドの北部伝統的工業と南東部サービス • 

商業の二重性を析出しており， また， ルービン 

シ ュ タ イ ン （Rubinstein, W. D .〔1977〕) も富の地 

域的格差の研究の中で，北部の貧困と南東部の 

上流階級だけでなく中流階級の中にも析出され 

る富裕を明らかにしているというように， 最近 

の研究は， ロンドンがイングランド経済構造の 
典型ではないことを明白に示している。かくし 

て地方的実質賃金指数作成者たちは， それぞれ

一 ツのバロウおよびランカスター研究（R o b e r t s ,の地方の力ウンティー . レコード•オフィスや

E .〔1977〕）が発表され，またPh.D.論文として 

は L. D .シュヴァルツのロンドン研究〔Schwarz, 

し D .〔1976〕， のちに修正して， Economic History 

Review〔1985〕に掲載），B . ユクレストンのミッ 

ドラソド研究 （Eccleston, B . [1976] ) がなされ， 

80年代に入るとボーサムの北スタッフォードシ 

ャー研究（Botham, F. W .〔1982〕， のちに Ph.D. 

論文の一部をハントとの共著という形でEconomic 

History Review [1987]に掲載）か続いた。そして 

対象とする時期も，19世紀後半から第一次世界 

大戦期までに拡大されてきた。

かれらに共通してみられるのは，全国単一の 

実質賃金に対する批判的態度であり，とくにロ 

ソドンの指数でイングランドを代まさせる方法 

には疑問を呈した。たとえぱタッカーの18世紀 

に実質賃金が低下したという主張は，ロンドン 
のアルティザンの賃金に基づいているが，これ 

をイングランド全体に一般化するのは不当では 

ないかというのである。イングランドでは18世 

紀 と少なくとも19世紀 前 半までの時 期には，賃 

金と物価の地方的格差は大きく，さらにそれが 

地 方 毎 の 産 業 構 造 • 就業構造の複雑な差異と絡 

まっていた。ロジャースが収集した資料のほと 

んどは，ロンドンの賃金と物価であった（Rogers, 

T . 〔1902〕）。 しかし，ロンドンは商業都市であ 

って，イングランド北部の工業化の影響を1800 

年にはまだほとんど受けていない。 リー（Lee,

企 業 が 所 蔵 す る 賃 金 . 物価の資料をはじめ，地 

方新聞，小冊子等々を徹底的に览まし，地方の， 
カウンティーの，市の， あるいは町や村の，実 

質賃金表を作成したのである。

1 ニールによる実質賃金指数

ニールは，バースB a th というプリストルの

近くにある市を対象とし， 1780年一1850年の実 

質 賃 金 を 算 出 し た〔Neale, R. S .〔1966〕）。かれは 

‘Labour’ の よ う な 「同質概念」（マルクスも使用し 

ているという）の代り に 年 齢群アプローチ （age. 

cohort approach) という独特の分析方法を使う 

力:， この方法は成人の労働年数を30年間とし， 

所得がその期間の最初の10年間に最高になり . 

最後の10年間に低下するとの仮定の下に，産業 

革命期の50—60年間を労働者階級のグループが 

次々と通過すると想定する。 かれは， バースの’ 

公道監督官会計簿と数種 IS の地方新聞から得ら 

れた労働者の実際の所得，小売価格および生計 

費 〔不熟練労働者の4 人家族）から実質賃金指数を 

算 出 し た （第 1 , 2表)。（会計簿は1780年一1851年 

であるを’ 途中1809年一32年までは欠落しているのでt 

その問の指数は得られない。 また， 1812年以前の小

売物価の指数もバースにはない 一ルの結論は

こうである。「1790年から1812年の実質賃金下 

落に続いて1832年まで上昇があり，1780年代90 

年代のそれを回復した。これに続ぃては1830̂ 1̂
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第1表バースの非襄業不熟練労働者の実質貢金指数
1838年= 100

年 実質賃金指数 年 実質賃金指数 年 実質賞金指数

1780 133 1801 81 1838 98

1781 113 1802 102 1839 99

1782 120 1803 95 1840 125

1783 105 1804 100 1841 130

1786 138 1807 98 1842 149

1787 126 1808 93 1843 167

1788 121 1809 78 1844 170

1789 120 1812 77 1845 163

1790 112 —— — 1846 162

1791 130 1832 104 1847 134

1792 127 1833 108 1848 166

1793 112 1834 100 1849 194

1794 110 1835 112 1850 195

1795 104 1836 101

1796 106 1837 101

出典）Neale, R. S . 〔1966〕，p. 604.
シーバーリングの物価指数を使用した分のみ転載。

第2表パースの非農業不熟練労働者 

の実質賃金指数（10年間平均） 
1838年= 100

年 実質賃金指数

1780—89 122.0

1790—99 114.4

1800—09 92.4

(1812) 77.0

1930—39 102.9

1840—49 156.0

(1850) (195,0)

出典）第 1表より松村が算出。

代には実質賃金が下落し， それは一部分は物価 

の低下により相殺されたけれども， 失業によっ 

て惡化させられた。1839年一40年以降の所得増 

加と物価下落とは， 1850年までには実質賃金が 

1801年 一04年 の 時 期 の 約 2 倍となったこと， お 

よび戦前の時期よりも50—60% 高かったことを 

意味する。J (P.603) そ し て ニ ー ル の 「年齢群ア 

プ ローチ」 によれば，1790年代に労働を開始し 

た人は1820年代に実質賃金の上昇を経験するし 

1800年代に労働を開始した人は実質賃金の改善 

により利益をうけるが，1830年代に至り実質賃 

金の低下と高齢であることにより深刻な失業を

経験する。 ……1820年代に労働を開始した人は 

比較的良好な環境の中にいるが，1830年に失業 

と実質賃金の低下を経験するだろう。 だが40年 

代には30早代中期から労働を開始した10歳か20 

歳若い人ほど一般的な改言の分配にあずからな 

い と い う （pp.602-3) 。 ニールは労働者階級を階 

層 別 に 把 え る こ と が 生 活 水 準 問 題 で は 重 要 で  
あるとの正しい指摘をしながらも， なおその方 

法は一時点をとれば10歳きざみの年齢別で把握 

することを意味するので，私は疑義を呈さざる 

を え な か っ た （松村高夫〔197の，P .3 0 )し， 労働 

者階級を熟練度別に把握する方がより的確に捉 

えられると考え， そのような試みを行なった。 

フリントガラス製造エのケースで， 労働開始年 

齢を変えてスタートした少年エが，昇進をも含 

めて生涯にわたる賃金曲線にいかなる差異が生 

じ る か を 分 析 し た 私 の 研 究 方 法 は ， ニールの 

年 齢 群 ア プ ロ 一 チ か ら 示 唆 を 得 た も の で あ る  

(Matsumurも T . 〔1983〕，p. 66) o

2 ゲーアヴィッシュによる実質賃金指数

グーアヴィッシュはグラスゴウの実質賃金を 

求めるために， 統計学者でかつ市の市勢調査官
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第3表ケラスゴウの小売物価指数
1815/16 年=100

年 所 得 18s. の家計 所 得 9s. の家計

1810 102.9 100.9

1811 99.8 101.8

1812 108.2 113.2

1813 115.2 117.5

1814 107.7 106.1

1815 98.9 98.2

1816 101.1 101.8

1817 109.5 110.5

1818 102,0 102.6

1819 88.7 86.8

1822 84.8 81.6

1831 75.5 76.3

出典）Gourvish, T. R . 〔1972〕，p. 72.

であった J . ク レ ラ ン ド James Clelandの

『グラスゴウ市に関する統計表』（1823年）を資 

料とする（Gourvish, T .R .〔1972〕）。まず，25種 

類の商品の小売価格と家賃を得て，週給18s.の 

富裕な熟練労働者と9s.の貧困な不熟練労働者 

の2 つの小売物価指数を算出するために，18s. 

の家計には家賃も含めて26種!!の全てを算入し 

9s.の家計には14種類を算入して，生計費の変 

化を算出する （第3表)。 1 つではなく 2 つの生 

計費指数を労働者階級の中に設定したのは，グ 

一アヴィッシュの優れた発想である。オートミ

一ル，ポテト，バター， ミノレク，砂糖，茶等は 

両方の家計に共通の同一使用量であるが，牛肉， 

朦肉などの肉類や煙草などの嗜好品は9s.の家 

計からは除かれており，また，家賃は，それぞ 

れ週23.08d. 13.85d.払っているとされる（基準 

年ニ1815/16年）。これはグラスゴウの限りな く 

現実に近い想定といってよいだろう。その結果 

得られたグラスゴウのれんが積みエと手織工の 

実質賃金指数をロンドンの卸売物価指数を使用 

して算出 さ れ た （ゲイヤ 一 . ロストウ.シュヴァ 

ルツ，ルソー，シルバーリングの） 実質賃金指数 

と比較すると，第 4まと第5表のごとくである 

力:，グーアヴィッシュはロンドンの物価指数を 

使用したばあいは実態を示さないと結論する。 

何故ならぱ，グラスゴウの小売物価の下落幅は 

ロンドンのそれよりも小さかったので，グラス 

ゴウの実質賃金の上昇は実際にはそれ程大きく 

なくとも，ロンドンの物価指数を使うと大きな 

上昇として誇張されるからである。これは物価 

が下落した1819年以降の実質賃金の急増加とし 

てまわされる。すなわち実質賃金の推移には， 

物価指数の選択が重要となるので，ロンドンの 

卸売物価で地方の賃金を評価することは不当で 

あるということになる。さらにこの主張の補強 

としてグーアヴィッシュは，グラスゴウのれん

第4表ゲラスゴウのれんが積みェの実質賃金指数 1815/16 年= 100

年 貨幣賃金 
(週）

実 質 賃 金
〔グーアヴィッシュ*)

実質賃金 
(G. R. S.)

実質賃金
(ルン- ) 〔シ

ロ ンドンの職人の実質賃金
〔タッカー）

1810 100.0 92,2 80.8 79.7 84.6 86.7

1811 100.0 100.2 85.3 85.9 94.3 91.3

1812 100.0 92.4 75.7 78.4 91.7 85.4

1813 100. 0 86.8 73.4 75.5 80.5 81.7

1814 100.0 92.8 80.7 76.0 75.0 91.3

1815 100.0 101.1 95.5 94.0 90.0 101.0

1516 100.0 98.9 104.5 106.0 110.0 99.0

1817 100.0 91.3 94.0 94.9 104.2 95.1

1818 100.0 98.0 89.4 95.8 99.0 94.2

1819 94.1 106.1 91.1 98.7 103.5 94.0

1822 103.4 121.9 146.0 137.4 134.7 121.5

1831 88.2 116.8 114.8 120.4 138.6 116.9

出典）Gourvish, T. R . 〔1972〕，pp. 74, 

* 所 得 18s.の家計の指数を適用。
77.
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第5表ダラスゴウの手維ェの実質賃金指数
(1815/16年=  100)

年 貨幣賃金 
〔週）

実 質 賃 金
〔グーアヴィッシュ*)

実質賃金 
(G. R. S.)

実質賃金
〔ルソー )

実質賃金

1810 134.5 132.5 110.3 109.5 117.9

1811 103.4 101.0 89.6 90.8 101.0

1812 117,2 102.9 90.2 93.9 111.3

1813 134.5 113.8 100.3 103.6 112.1

1814 134.5 126.0 110.2 104.4 104.4

1815 134.5 136.0 130.5 129,1 125.4

1816 65.5 64.0 69.5 70,9 74.6

1817 65.5 58.9 62.6 63.5 70.7

1818 91.4 88.5 82.9 89.4 93.7

1819 56.9 65.1 55.9 60.9 64.8

1822 56.9 69.3 81.5 77.2 76.7

1831 75.9 98.9 100.2 105.7 123.5

出典）Gourvish, T .R .〔1972〕，pp. 74-5.

* 所 得 9s.の家計の指数を適用。

が積みエ とタッカーのロンドンの職人の実質賃

金 を 比 較 す る 〔第 4 表の右端欄）。 ここでも地方

の特殊性を無視してロンドンの指数を一般化す

ることの危険性が同様に指摘される。 しかし 
( 1 )

私は，原剛と同様に， むしろグラスゴウの傾向 

は振幅こそ異なれ全国的傾向と同一であると半 IJ 

断している。

3 バーンズビーによる実質賃金指数 

バーンズビーは， 最近まとめた生活水準につ 

いての小冊子のなかで， 19世紀前半までの賃金 

資 料 は 信 頼 し が た い と 指 摘 し て い る 。「ギルボ

ーイの証拠は1800年で終っているし， ウッドと 

ボウリ一の証拠は1860年以降に初めて豊富にな 

り信頼できるようになる。 それ故， 1800年一 

1850年の極めて乏しい賃金資料は，一般化がな 

さ れ る 以 前 に 厳 密 に 検 討 さ れ ね ぱ な ら な い 」 

(Barnsby, G. J . 〔1988〕，p. 20 ) と慎重である。 こ 

う指摘した上で， 1800年一1850年のウッドの24 

都市ないし地区の全国平均実質賃金指数に， 失 

業 の 影 響 を 計 算 に 入 れ た 指 数 を 算 出 し （第6 ま)， 

「完全雇用の例外的な年を除いて，実質賃金が 

上昇したと主張することは， これらの数値から 

極めて困難である」（P.3の と 結 論 す る 。

第6表 G.H. ウッドの全国平均実質賃金指数 1800年= 100

年 1800 1805 1810 1816 1820 1824 1831 1840 1845 1850

実質賃金（失業による修正以前） 100 105 107 116 131 136 139 133 133 134

失 業 率 8 20 0 40 32 8 24 24 0 24

実質賃金（失業による修正以後） 92 84 107 70 89 125 106 101 133 102

出典）Barnsby, G. J . 〔1988〕，p. 29.

失業率はG .R .S .の6 段階産業活動指数からバーンズビーが算出した数値。

注 （1 ) 原 剛 は 「グーアヴィシュの表を図にしてみると. 振幅の程度に格差はあるとはいうものの，昇降の 
型と転換点に関する限り，グラスゴウの資料による指数もロンドンの資料による指数もほぽ一致して 
いることを顕著に示していると思われる。彼の研究は， どちらかと言えば，実質賃金昇降の大勢を知 
るためには， ロンドンの卸売物価指数によって得られる実質賃金指数のある程度の有用性を示したと 
言うことができるであろう。」（原剛，〔1988〕，p. 2 0 )と書いている。原がその有用性を認めて行なわ 
れたのがフリンの1974年の試み（本稿（上）で詳述）であるとしているのは卓見であるCp.2の。
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第 7 表プラック.カントリーの炭鉱夫の実質實金指数1850年= 100

年 1840—49 1850—59 1860—69 1870—79 1880—89 1890—99

完全雇用想定 100 100 105 113 118 179

失 業 算 入 78 92 83 93 78 140

出典）Barnsby, G. J . 〔1971〕，p. 225.

第8表ブラック.カントリ一の製鉄工の実質賃金指数 1850年= 100

年 1840—49 1850—59 1860—69 1874 1876 1887 1890 1892

完全雇用想定 80 84 76 97 96 86 109 95

失 業 算 入 59 77 60 97 64 57 91 79

出典）同上，P.225.

第9表プラック.カントリーのレイパラーの実質賃金指数1850年= 100

年 1847 1849 1850 1860 1873—79 1883 1885

完全雇用想定 69 91 100 83 98 127 128

失 業 算 入 69 91 100 69 65 85 64

出典）同上，P.226.

第10表プラック.カントリーのれんが積みェと大工の実質賃金指数1850年= 100

年 1847 1850 1865 1874—79 1880—89 1890—97 1898—1900

完全雇用想定 66 100 111 141 164 204 209

失 業 尊 入 66 100 93 90 109 153 198

出典）同上，P. 226.

第11表プラック.カントリ一の機械工の実質賃金指数1850年= 100

年 1850 1866—67 1874—79 1880—89 1890—96 1897—1900

完全 雇 用 想 定 100 78 84 102 119 123

失 業 算 入 100 52 51 68 92 103

同 上 〔商務院） 100 74 80 96 114 120

出典）同上，P.227.

しかし，ノ、一 ンズビ '~がフフック• カントリ

一 の 生 活 水 準 を 分 析 し た （Barnsby, G. J . 〔1971〕） 

のは，資料の関係から1840年以降1900年までの
期間についてである。プラック . カントリーは, 

バ ー ミンガムを含 む 100平 方マイルの鉄と石炭 

を産出する工業地帯で， ダドリーD udley ,ゥ 

ォルソールWalsall, ウ ォ ー レ イ W arley ,ウ 

ェ スト.プロミッチ West Bromwich,ウルヴ 

ァーハムプトンWolverhampton,スタウアプ 

リッジStourbridge,ホールスオーエンHales

owen から成る。 バ ー ン ズビーは，炭鉱夫，製

鉄工， レ イ バ ラ 一 （一般不熟練労働者)， れんが 

積みエと大工，機械工のそれぞれの実質賃金を 

算出する。 いずれも完全雇用を想定したぱあい 
と， 失業率を算入したぱあいを別筒に示してい 

る （第 7 〜11表 )。
バ一ンズ ビーの 算 出したプラック•カント ロ 

一の実質賃金推移は，通説が19世紀前半は論争 

のあるところだが，世紀後半は生活水準の上昇

をみたとする--- この点では楽観論も悲観論も

一致するとする--- のに対して， 全く異なる像

を提示することになった。 かれ自身が論文の結
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論で記しているように，「プラック.カントリー 

では， 中期ヴィクトリア時代に生活水準が大幅 

に上昇したことはないし，1870年代に大不況が 

到来したとき，実質賃金は1840年代初期の水準 

に下落したことは明らかなようである。1850年 

代と60年代は極めて複雑な時期であった。一方 

でプラック•カントリーの基礎産業は頂点にま 

で発展した。 しかしなお失業は多く生計費は高 

く， それ故実質賞金は上昇しなかった。1890年 

代に入って初めて実質賞金の大幅な上昇をみた。 

この時期はまたプラック•カントリ一の最大の 

構造変化が生じたときのようであるo_KBarnsby, 

G . J .〔1972〕，p. 233)

バーンズビーの研究の優れている点は，実質 

賃金の推移を算出しただけでなく，安楽な生活 
に'必 要 な 最 低 水 準 （minimum wage necessary to 

maintain decent life) と生存に必要な最低水準 

(minimum wage necessary to subsist)は，（夫婦 

と2 人の年少の子供の）一家庭当り週賃金はいく 

らであるかを10年毎に推計していることである。 
これはロウントリーのヨーク調查のさいの第二 

次貧困線と第一次貧困線の区別と同一のものと 

み て よ い だ ろ う （第12表 )。

第12表プラック.カントリ一の安楽水準と 

生存水準に必要な賃金

年 最低安楽水準 最低生存水準

1840 29s. 3d. 14s. 7%d.

1850 25 0 12 6

1860 28 0 14 0

1870 26 9 13 4%

1880 26 9 13 4K

1890 23 9 11 10%

1900 24 3 12 Wz

出典）Barnsby, G. J . 〔1971〕，p. 229.

夫婦に子供2 人の家族の週賞金。

さ ら に ハ 一 ン ズ ビ 一 は ， ヒ ル ス ト ン Bilston

を選び， そ こ の 20歳 以 上 の 男 子 労 働 者5, 299人

(1841年）のうち， 安 楽 水 準 以 上 が 1,403名 （27 

% )、 そ れ 以 下 が 3 ,896人 （7 3 % )で，安楽水準 

以 上 を r 労働貴:族 」（aristocrats of labou r)とみ 

な し て い る （pp. 229-3の。 さらに女性の就養と 

そ の 賃 金 等 を 加 え た r ファ ミ リ ー•ウェイジ」I 

と養鶴， 養膝などによる食糧自給等も考察する 

力;， この研究は，単なる実質賃金の水準だけで 

なく，近隣からの食糧の無料提供や自己栽培， 

生活費切り下げの様々な工夫により，生存水準 

以下の実質賃金でありながら何故民衆は生活し 

えたのかを明らかにしたE. ロ バ ー ツ （Roberts, 

E . 〔1977〕）の研究に類似している。 バ ー ン ズビ 

一は，家族収入が安楽水準を越えているのはプ 
ラ ッ ク • カントリーの人口の4 分 の 1 強，生存 

水準以下は2 0 % ,残りの53% はその中間に位置 

しており， この比率は19世紀末までほとんど変 

化 し な か っ た と 推 測 し て い る （P.233) 。

最後の問題は， プ ラ ッ ク •カ ン ト リ 一 の 実 質  

賃金の推移が， 全国レヴェルでどの程度の一般 

性をもつか， という点である。 バーンズビーは 

いう。「プ ラ ッ ク • カ ン ト リ ー が 大 不 況 の 間 ， 

特殊な困難を経験したことは事実であるが， そ 

の経験がシェフィールドのような他の金属工業 

地帯の経験とは大きな差があったとは思われな 
い。」（P.233) 比較の対象としたシェフィールド

の資料は， S . ポ ラ ー ド の 実 質 賃 金 （Pollard, S.
(2 )

〔1954〕）である。

こ の Economic History Review誌 上 の 結 論  

は， 著書:では， より詳しくつぎのように書かれ 

ている。「プラック•カントリ一の特殊な位置に 

関しては， 2 点が重要である。第 1 は，1850年 

代と60年代は主として不況の時期であったとい 

うことである。大いに誇示された中期ヴィクト 

リア期の繁栄の徴候はここではほとんどない。 

食糧価格は高く，賃金は大幅には上昇せず，大 

量の失業かあった。 フ フ ッ ク •カ ン ト リ 一 の 生

注 〔2 ) バーンズビーは，ポラードがシェフィールドの賃金と生計費を求めながら，最終の数値の算出のさ 
いにはウッドの指数を使用している（Pollard, S. A History of Labour in Sheffield, p. 339)ので， 
「それ故最終結果はシェフィールドの実質収入の真の指数とはみなしえない」 と批判し，それにも力、 

かわらず，プラック. カントリーと類似しているとしている（Barnsby, G. J . 〔198の，p. 237) 。

139



第13表プラック.カントリーとインケランドの物価比較 1850年= 100

年 1855-59 1860-64 1865-69 1870-74 1875-79 1880-84 1885-89 1890-94 1895-99

ウッドの指数（全国平均）
バーンズビーの指数 
〔プラック• カントリー）

117

127

110

118

115

121

117

124

110

117

104

109

91

8S

90

90

85

85

出典）Barnsby, G.丄 〔1980〕，p. 236.

活 水 準を押し下げた第2 の要因は大不況であっ 

た。 この用語を使うのにいかなる弁明も要らな 

い。全ての証拠は，1876年一79年と1884年一87 

年の期間が世紀の中で最悪な時期のいくつかで 

あり， 現実に魄餓が存在した。 じじつ， プラッ 

ク .ヵ ン ト リ 一 が 1840年以降経験した繁栄期は , 

1845年一 52 年，1869年一 74 年，1890年一 99 年の 

3 つの時期だけである。他の時期のほとんどは， 

実質賃金は1850年水準以下であり， しばしぱ大 

幅に下回った。」 (Barnsby, G. J . 〔1980〕，p. 236)

こう主張してバ一ンズビーは，プラック.カン 

トリーの生活水榮の推移を全国レヴ:!:ルと比較 

するために，まずウッ ドの小売価格指数と自ら 

の食糧価格指数を比絞して，上のような第13表 

を得る。

1850年から1880年代前半までは’バ一ンズビ 

一の指数の方が常に高いので，もし，ウッドの 

広く使われている指数をプラック. カントリー 

に適用すると，1850年代60年代70年代の賃金上 

昇は過大に算出されることになる。つぎに，ボ 

ウリーとウッドの名目賃金指数によると，1850 

年から1874年までは上昇しつづけ，その間の上 

昇率は56%である。この数値は農業，建築，印 

刷，造船，機械，炭鉱，製鉄，木綿，毛織物， 

家具を含むものの平均であるが，プラック.力 

ントリーの賃金は，炭鉱，製鉄，機械では横ぱ 

いか上下の激しい推移を示しているので，極め 

て対照的である（Barnsby, G. J . 〔1980〕，pp. 236- 

37)。総じて，「地方の指数作成は困難かもしれ 

ないが， その試みはなされねぱならない， とい 

うのは，既存の指数は完全に誤っているからで 

あ る 」（Barnsby, G. J . 〔1971〕，p. 239 )と， バーン 

ズビーは， 全国レヴェルの指数の信憑性を否定 

し， もっぱら地方史レヴ :Cルの実質賃金指数の

作成を奨励したのである。

4 ホプキンスによる実質賃金指数

ホプキンスは，バーンズビ一が扱ったプラッ 

ク • カントリーの中のスタウアプリッジStour-

b r id g e の ガ ラス製造エの生活水準を検討した 

(Hopkins, E . 〔1975〕）。 スタウアプリッジはフリ 

ントガラス製造の中心地として有名であった。 
ホプキンスは当地の慈善学校が購入した肉， バ 

ン，石炭，衣類の価格から第14表のようなスタ 

ゥァプリッジの生計費指数を算出する。 つぎに 

製 鉄 労 働 者 （トン当り） と 炭 鉱 労 働 者 （日絵） の 

賃金率から， それぞれの実質賃金の推移を算出 

す る （第15表 )。

第14表スタウアプリッジの生計費指数

1840年=100

年 生活費指数

1840—49 93

1850—59 92

1860—69 100

1870-79 122

1880-89 96

1890—99 89

1900—09 96

1910-14 101

出典）Hopkins, E . 〔1975〕，p. 225 

第15表スタウアブリッジの実質賃金

年 製鉄労働者 炭鉱労働者

1851—60 9s. 7d. 3s. 9d.

1861—69 8 4 4 2

1870—79 6 9 2 10

1880—89 7 4 3 7

1890—99 8 5 4 8

出典）Hopkins, E . 〔1975〕，p. 229.

製鉄労働者はトン当り賃率，炭越労働者は日 
給。
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第16表スタウアブリッジのフリントガラ

ス製造ェ （ワークマン）の年収

年 年収〔10年間合計）

1840—49 (合計） £ 834 15 s. l id .

1850—5 9〔合計） 1,260 7 8

1860-69 (推計） 1,456 11 8

1880-89 (推計) 1,743 11 8

1890-99 (合計） 1,787 8 4

出典）Hopkins, E . 〔1975〕，p. 242. より抜粋。

それによると，製鉄工では19世紀後半は停滞 

し，1850年代の水準を越えることができないし 

炭鉱労働者も1870年代80年代は低落したままで 

ある。これは1870年代80年代に炭鉱の資源润渴 

による不振とそれにも起因する製鉄業の不振に 

よるものであり，スタウアブリッジにとどまら 

ず， ミッドランド全体の傾向であることは先に 

バーンズビーが主張したところである。また，

釘製造エ，鎮製造エの賃金は，週平均22s. 6d. 

(最高一1870年代中頃）から4 s .ないし5s. (最低一 

1894年）の 「飢餓賃金」 であり，かれらと対照 

的なのがガラス製造エであるという。そして，

ガラス製造エの「ワークマン」（親方）の年間収 

入 （何故週賃金率を示さないのか不明であるが）を 

第16まのように示す。これによると1840年代は 

10年間の合計が£834, 50年代は£1,260, 60年 

代は£1,456 (70年代は資料なし)， 80年代は£  

£1,743, 90年代は£1,787となる。これはステ 

ィーヴンス•アンド • ウィリアムズStevens & 

W illia m s社所蔵の賃金帳簿から算出したもの 

である力:，1863年一84年の約20年間は帳簿が欠 

落しているので，1860年代と80年代は推計であ 

る。ホプキンスは，賃金の大幅に上昇したガラ 

ス製造エ以外の載種は大幅な賃金上昇を経験せ 

ず，居住地域も住み分けがなされ，ガラス製造 

エは郊外の良好な住宅地に，釘製造エ等はタウ 

ン中心部のスラム化した地域に住んでいたとす 

る。住宅だけでなく食事の面でも後者には第一 

次世界大戦までは改善はみられず，かれらの生 

活水準の上昇は，環境改善による死亡率減少，

労働時間制限, 児童労働の減少,教育ゃ娱楽の増 

加にみられたにすぎなかった，とホプキンスは 

結論づける。これはイングランド全体の生活水 

準は19世紀後半に上昇したとする通説を批判し 

プラック.カントリ一では生活水準は停滞ない 

し悪化したとする前記バーンズビーの主張を， 

その内部の一つの町でいっそう詳細に検IE した 

ものと位置づけることができよう。とくに，熟 

練エ〔フリソトガラス製造エ）対不熟練工（釘製造 

エ等）を鮮やかに対比させて，熟練工のr小都 

市における労働貴族」の存在を析出した点に，

ホプキンスの分析の意義があることは疑いな、o 

しかしながら，ホプキンスのこの対比は，鮮 

かではあるが誇張されている，というのが私の 

見解である。ガラス製造エの親方の賃金上昇は， 

第 16まから計算すると（1863年一 84年までは欠落

しているため，1880年代以降と結びつけるのはリスク 

が大きいので計算しないことにする）40年代に比ぺ 

て50年代は49. 6%, 60年代は72. 8%も増加して 

いることになる。この数値がそのタウンの他の 

労働者と比較すると，そのなかで突出した「労 

働貴族」であるというのだが，この数値は誇張 

されている。フリントガラス製造エは，4 人 1 

組の r チェア一」と称せられるクルーフで労働 

しており，r チェア一」 の内部の載階は，上か 

ら 「ワークマン」 （「親方」ともいわれた），「サー 

ヴィタ一丄 「フットメイ力一丄「アイ力一.イ 

ン」とよばれ，技術水率に対応していた。この 

賃金帳簿が残存しているガラス会社には，当時 

7— 10の 「チ:nア一」があり，従って7— 10名 

の 「ワークマン」がいたが，賃金率は皆相違し

第17表スタウアブリッジのフリントガラス 

製造ェ〔ワークマン）の賃金指数

年 1840—49 1850—59 1860—69

ホプキンス 
(ワ ー ク マ ン 1人） 100 149.6 172.8

松 村
(ワ ー ク マ ン全員） 100 132.4 147.7

出典）資料は Wages Book of Stevens & Williams. 

ホプキンスは第16表より算出した数値，松村 
のは，第18表より算出した数値。
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第18表スタウアプリッジのフリントガラス製造ェの職陪別賃金（週）

年 チェア一数 フ一 クマン サーヴィター フットメイ力一 チイカー•イン

1838—39 8 31 S. 0 d. 24 S. 8 d. lls .6 d . 4 s.10 d.

1840—44 8—10 26 5 19 0 9 0 3 4

1845—49 7— 8 28 0 18 11 10 11 3 5

1850—54 7— 9 34 1 2111 7 10 4 3

1855—59 8—10 38 0 26 10 1110 4 2

1860—62 9—10 40 3 31 2 8 9 4 7

出典）Matsumura, T . 〔1983〕，p. 53 より抜粋。

第19表スタウアプリッジのガラス製迭ェの職階別賃金指数
a840~44年=10の

年 ワークマン サーヴィター フットメイ力一 チイカー•イン

1838—39 117.4 129.8 127.8 120.0

1840—44 100.0 100.0 100.0 100.0

1845—49 106.1 99.6 121.3 102,5

1850—54 129.0 115.4 87.0 127.5

1855—59 143.8 141.2 131.5 125.0

1860—62 152.4 164.0 97.2 137.5

出典）Matsumura, T . 〔1983〕，p. 54 より抜粋。

第1図スタウアブリッジのフリントガラス製造ェの賃金C1838年一62年）

n.金（週）

出典）Matsumura, T . 〔1983〕，p. 55.
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ていた。ホプキンスの誇張の一つの原因は，ワ 

一 クマンの中で最高の賃金を得ていた1人だけ 

の収入を集計したことによる。私が同じ賃金帳 

簿を使用して「ワークマン」全具の賃金を集計 

した結果は，1840年代に比較して50年代は32.4 

%、60年代は47.7% (推計）の上昇であるから， 

ホプキンスの指摘するほど賃金は50年代60年代 

に増加しなかったといえる。

さらにホプキンスによれば，その r ワークマ 

ン」ジ ョ ン . ス ク リヴンJohn Scrivenは，1859 

年に年間収入£1712s. O d .を得て1847年一 

62年の期間で最高賃金を記録した（Hopkins, E. 

〔1975〕，p. 242のま)。 しかしホプキンスが見落 

している点は，J .スクリヴンは，1858年秋から 

約 6 ヶ月間続いた全国的なフリントガラス製造 

エ組合のストライキのさいの「スト破り」 a 

strike-breaker,であったというま実̂である。ス 

タウアプリッジだけでも，組合員273人のうち 

ストライキのピーク時（1859年1月）には185人 

がストライキに入っている。それ故その製造エ 

組合の機関誌『フリント.グラス•メ イカーズ. 

マガジン』 Flint Glass Makers Magazine で 

は， スクリヴンは他の26名とともに「裏切り 

者 」 'a traitor’ と名指しされていた。スティー 

ヴ ン ス • アンド.ウィリアムズ会社ではかれが 

「ワークマン」 を務める「チュア一」 だけがス 

トライキ中も操業をつづけていたのである（詳 

しくは，Matsumura, T . 〔1983〕，pp. 76-77) 。 この 

年のかれの賃金がワークマンを代表するもので 

ないことは明らかであろう。さらに大きな欠点 

は，ホプキンス力;，他の載階，すなわち「サー 

ヴィタ一し「フットメイ力一丄「アイ力一.イ

ン」の貢金推移を全く捨象していることにある。 

ホプ キ ン ス は ， 「チ ェ ア 一 の 他のメンバーはワ 

ークマンに比例して支払われた」（P.226)こと 

をその捨象の理由としているが，チェ ア 一 の他 

の職階の賃金は必ずしも「ワークマン」 と同一 

に推移したのではなく，この点は決定的に重要 

である。私が算出した数値は第1 8 , 19まおよび 

第 1 図に示してあるが，1840年代後半から賃金 

上昇がみられたのは，「ワークマン」 と 「サー 

ヴィター」であつて，r フ ッ ト メ イカーJ と「テ

イカ一• イン」ではそれぞれ10 s., 4 s—5 s. と

I 、う低水準を上下するかないし横ぱいである。

すなわちガラス製造エのなかでも約半数しか賃
(3)

金上昇を享受しなかったことが明らかとなる。 

賃金上昇を中期ヴィクトリア期に享受できたも 

のは極めて限られていたとみるべきであろう。 

その意味でスタウアプリッジもプラック• カン 

トリー全体の傾向の例外ではなかったのである。

5 エクレストンによる実質賃金指数

エ ク レ ス ト ン は， ミ ッ ド ラ ン ドの5 つ の 力ウ 

ンティ一の1750年一1834年 の 期 間 の 〔名目）賃 

金推移を跡づけ，博 士 論 文 〔Eccleston, B .[1976]) 

に結実させた。 ュクレストンによれぱ，従来使 

用されてきた賃金資料には， つぎのような限界 

がある。 すなわち，「賃金史の偉大なバィオニ 

ア」（P .123) で あ る ボ ウ リ ー と ウ ッ ド の 賃 金資 

料は， 1850年以降については完全で正確である 

力;， 18世紀後半と19世紀前半については， A. 

ヤ ン グ （Young, A . 〔1769，1770]), F . イーデン 

(Eden, F. M . 〔1797〕）， G. R .ポ ー タ ー （Porter,

G.R. [1836—4 3 ] )と い う 同 時 代 人 の 観 察 や 『ア

注 （3 ) 原剛はスタウアプリッジのフリントガラス製造エ組合員は1881年に389人で，センサスから「スタ 
ウアプリプジ都市部の15歳以上の男子人口（2, 247人）の約17%を占めていたので，組合員全員が高賃 
金の親方と職工でなかっとしても，彼らの存在はこの都市部の労働者の総合的生活状態を，バーンズ 
ビーの描写—— 労働者の27%程度が最低安楽水準以上にあった—— より多少よくしたかもしれない」 
(原 剛 〔1988〕，p. 206)と書いている力；，これは誤認である。 というのは，Stourbridge T ow nには 
ガラス製造エはあまり住んでおらず（1861年のセンサスによれば，389人のガラス製造エのうち47人）， 
町の郊外のアムプルコートAmblecote (107人）， ワーズリーWordsley (135人）を中心にガラスエ 
場があり，居住地もそこに集中していたからである。従って，ガラス製造エ+ 研磨エの人口に占める 
割合は，アムプルコートで10. 37%であったが，タ クンでは1.31%にすぎない（Matsumurも T.〔1983〕， 
p .151)。
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ルティザンと機械』〔1824年)，『救貧法委員会報 

告言』〔1834年）等の王立委員会の報告書に依拠 

しているにすぎない。後世の賃金史家に決定的 

影響を与えたタッカーのロンドン.アルティザ 

ンの賃金資料（I729年一I935年）（Tucker, R.S., 

〔1936〕）も，グリニッジ病院記録に依扼してい 

るものであり，それを補うために使用した5 つ 

の賃金資料は，前述したようにそれ自体が問題 

を含むボウリーとウッドの資料に負うている。 

さらに， フェルプス•プラウンとホプキンスの 

7世紀間をヵヴァ一する建築賃金のばあいにも 

(Phelps Brown, E. H. & Hopkins, S. V .〔1955〕）， 

南イングランドの賞金資料はやはりボウリーと 

ウッドのそれで補完されている。このような限 

界を打破するために，ェクレストンはノッティ 

ンカムシ ャ ー ， レスターシ ャ ー ， ノー ザムフト 

ン シ ャ ー ， ウ ォ 一 リ ッ ク シ ャ 一 ， ス タ ッ フ ォ ー  

ドシャーの5 つのカウンティー• レ コ 一 ド• オ 

フィスで徹底的な賃金資料の鬼*を行なったの 

である。分析の結果は， 1) ミッ ドランドでは， 

ヵウンティ一南部地域の方が賃金率が低い傾向 

がある， 2 )ヵウンティー内の都市と農村の問 

には賃金率の著しい格差がある，という2点に 

集約できる。 この地域問格差について，ュクレ 

ストンはつぎのようにいう。 18世紀の後半と 

19世紀初期には，「近接した地理上の地域内に 

賃金率の顕著な格差」〔P.166)があった力;， 

「このことは，労働市場がなお極めて分散的で 

あることを示唆するように思われるし，賃金水 

準の極めて一般的な論評ないし傾向を述べるに 

は広すぎるかもしれない地域を対象とすること 

の危険性を，歴史家は想起すべきである。」（P. 

167)この地域間賞金格差は1830年代にも、ぜ 

んとして存続し，例えば熟練建築エでは日給36 

d . (最低)一48d.(最高）の格差が，整地人夫では 

18d—26d.,道路人夫では13d.—27d.の格差が 

あった。r 多くの賃金理論家と歴史家の著作は， 

これらの差異は経済がより統合されると消滅す 

ると我々に推測させてきた力 じっさいはその 

ような傾向は生じなかった。」（P. 288)このよう

なミッドランド内の地域間賃金格差の存続とい 

う* 実のなかで， もし実質賃金を算出しようと 

するならば，村 と か 地 区 と か の 「極めてミクロ 

的な研究」 によらねぱならず， かような物価指 

数を各地域毎に得ることは不可能であるとの理 

由から， ミッドランドにおける実質賃金を算出 

す る と い う r大 い な る 誘惑は抵抗を受け」 （P. 

24 4 ),結局実質賃金の作成は断念している。 さ 

らに， もし実質賃金を算出してもそれが有意で 

あるためには， 戸 主 の 賃 金 水 準 よ り も「ファミ 

リー . ウニイジ」 が重要であった当時の状況の 

なかでは，地域毎の物価変動を求めるだけでな 

く，家族規模，家族構成員の就業率， 失業の頻 
度を明らかにしなければならないが，それは不 

可能であるというのも，実質賃金作成を断念し 

たもう一つの理由である。 ェクレストンの徹底 

した地方史レヴ- ルの賃金資料東集は， 全国レ 

ヴニルの実質賃金指数作成が非現実的であるこ 

とを指摘しているだけでなく，バ ーンズビーの 

よ うな特定地域の実質賃金を算出する意義をも 

否定したのである。 これは，徹底した地方史研 

究が行きついた生活水準問題に対する一種の不 

可知論である。

6 シュヴァルツによる実質賃金指数

シュヴァルツは， ロソ ドンの実質賃金を1700 

年 一1860年 と い う 長 期 に わ た っ て 検 討 し 18世 

紀 後 半 は 実 質 賃 金 は 下 降 し た と 主 張 す る （Sch- 

warz, L. D . [1976—Ph. D.l, [1985] )o この論文は 

従来の指数を検討し問題点を整理し呈示するが , 

新たに独自のデータを呈示したものではない。 

まず名目賃金についていえば，従来は1780年代 
まではギルボーイに， それ以降についてはボウ 

リーやタッカーに依拠してきたが， これらの指 

数の作成過程には不充分な点があるという。 ボ 

ウ リ ー （Bowley, A. L . 〔ISOO〕） は建築エ価格表 

にもとづく力；， ボウリーはそのデータの信憑性 

について考察していない。 また， タッカーの賃 

金 率 （Tucker, R. S . [1936] ) はロンドンを代表 

しておらず，1789年まではギルボ一イの資料に
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第2 0  ロンドンのれんが積みェの実質賃金指数（1705年一1855年） 1790年=  100

出典）Schwarz, L. D . 〔1985〕，
11年間移動平均値。

P, 28.

依拠し， そ れ 以 降 は グ リ ニ ッ ジ （主として） と 

チ 01ルシー病院の記録にもとづく力*、， ボウリー 

等の他の資料が随時挿入されている， というよ 

うに， 整合的でない。建築エの一次資料をみた 

の は 結 局 ギ ル ボ ー イ （Gilboy, E. W . 〔1934〕） だ 

けであり， それも1787年までであるが， シ ュ ヴ 

ァルツはそれを延長して，1820年までトレース 

している。 これがほとんど唯一シュヴァルツ自 

身が算出した数値である。一方， 生計費指数に 

ついては，小売価格の充分なデータは存在して 

いないので卸売物価を使用せざるをえないし， 

また， ロンドン市民の消費構造が把握できない 

ので， ウェイトがかけられないという。 にもか 

かわらず， ロンドンとイングランド南部につい 

ては，三種類の生計費指数，すなわち， タッカ 

一 （1729年以降)， シュムペーターとギルボーイ 

〔1700年一1815年），フ ェ ル プ ス • ブラウンとホプ 

キ ン ス （会期間を力ヴァー）〔最近ではリンダートと 
ウィリアムスン）のものがあ る。 シュヴァルツは，

タッカーの指数はウェイトのかけかたが不明確 
であるので除外し’ シュムペーターとギルボー 

イの穀物への50%の ウ ：Cイトは，都市住民にと 

っ て は 大 き す ぎ る と し て い る （P .B .H .は20%の

ウェイト）。結局シュヴァルツは，実質賃金を得 

るための資料は脆弱であるので，「19世紀中期 

以前の時期（それ以後はいざしらず）を扱う生活 

水準史家たちは，自ずと傾向を扱うことができ 

るだけであるといっても誇張ではない」（〔1985〕， 

P.2S)と述べ， つ ぎ のようなロンドンのれんが 

積みエの実質賃金（1705年一1855年）の推移を示 

したグラフ（第2図）を呈示し，傾向を析出する。 

それは明白に18世紀後半の低下〔その低下の4分 

の3以上は1790年以前に生じている）と1820年代と 

30年代初めの上昇を示し，その上昇は1790年の 

水準をはるかに越えるものとなった。そして，

18世紀の実質賃金の低下はリンダートとウィリ 

アムスンの分析結果と一致し，1820年代と30年 

代初めの上昇は，フリンがすでに「国の多くの 

地域で確認した」〔P.29)としている。れんが積 

みエの他に大工，れんが積みエ助手の実質賃金 

は第20表に示されている。れんが積みエほど明 

瞭ではないが，大工とれんが積みエのレイバラ 

一のぱあいも，1700年一1860年の期間に同じ傾 

向がみいだされる。

つづいてシュヴァルツは，18ほ紀後半の実質 

賃金の推移に焦点を合わせ，つぎのように主張
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第20表ロンドンの実質賃金指数（10年間平均） 1790年ニ100

年
れんが積みェ 大 エ

れんが積みエの
レイノスラー

PB H LW PB H LW PB H LW

1700—09 131.2 106.1 136.2

1710—19 124,3 95,4 122.6

1720—29 140.3 100.5 113.6

1730—39 154.3 121.7 151.2

1740—49 144.4 125. 7 145.3

1750—59 140.8 119.8 139.9

1760—69 124.7 106.9 124.7

1770—79 108.5 97.2 99.5

1780—89 106.0 107.9 101.0 102.8 106,0 107.9

1790—99 98.9 104.1 94.2 97.8 102.2 107.7

1800—09 91.3 114.9 81.9 95.8 92.1 108. 0

1810—19 100.6 112.4 88.9 101.2 96.1 108.8

1820—29 119.8 140.4 102.8 120. 5 108.0 126.2

1830—39 127.2 161.4 109.3 138.1 114.6 145.3

1840—49 128.6 176.8 110.3 151.8 115.8 159.3

1850—59 135.7 203.8 116.2 174.5 127.2 185.8

出典）Schwarz,し D .〔1985〕，pp. 39-41, Appendix H より松村が算出。 

P B H はフ；IIルプス . プラクンとホプキンスの生計者指数。 LWは 

リンダートとウィリアムスンの生計費指数によるもの。

す る 。「ロンドンだけでなく南部イングランド

において， 18世紀後半に実質賃金が低下したと

いう議論は， ギルボ一イによって覆された。 し

かしギルボーイは，実質賃金が上昇したことを

示しただけである。かの女自身の統計が他では

至るところで下降していることを示している0」

(P. 29)ギ ル ボ ー イ の 「産 業 革 命 の 1 要因として

の需要」 という見解は， エ ヴァースリー， プラ

ム， マッケンドリック， プルーアによって唱え

られており， 下降の可能性を主張するのは， リ
(4)

グリ一とス コ フ ィ ー ル ドだけであるという。 そ 

れに对しシュヴァルツは， ただ， れんが積みエ 

の実 質 賞 金 をP .B .H .にもとづいて呈示し，賃 

金の下降を示唆するのであって，繰り返してい 

うが新しい資料を提示しているわけではない。 

だが， 以下のような新しい議論は示している。

シュヴァルツは， ク ラ フ ツ が 明 ら か に し た

1760年 一 1820年 の 時 期 に 1 人当り 個 人 所 得 が  

ほ と ん ど 変 化 し な か っ た （1760年一1780年には若 

千低下しさえする） と す る 主 張 （Crafts, N.F.R. 

〔1983〕，p. 199)を容認するが， 19世紀前半のロ 

ンドンではこのことは明確ではなL、と い う 。 

「ロンドンでは， 〔国の多くの地方と同様に）技術 

変化の程度は極端に制限されており， 生産性の 

向上は， 主としてより強度な労働， より長い労 

働時間， あ る い は さ ら な る 労 働 の 細 分 割 に よ  

ってなされた。」 〔P.34) このことを， 1780年一 

1860年には極く少数の部門だけが生産性の上昇 

を み た に すぎないとするマクロスキー， プラッ 

ク . カントリ一における労働時間. 労働条件を 

研 究 し た E . ホプキンス，工場ではなく群小の 

ワークショップで， 蒸気力ではなく手労働が圧

注 （4) D. E. C. Eversley, 'The Home Market and Economic Growth in England, 1750~ 1780’’ in 

E. L. Jones and G. E. Mingay, eds., Land, Labour and Population in the Industrial Revolution, 

1967. McKendrick, Brewer, Plumb, Birth of a Consumer Society especially introduction and 

c h . 1 . E. A. Wrigley and R. S. Schofield, The Population History of England, 1541一 1871：A 

Reconstruction, 1981, pp. 402一12.
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倒 的 部 分 を な し て い た と す るR . サ ミ ュ ェル等
(5)

に依存しながら， シュヴァルツは，「18世紀末 

'と19世紀初期の近代性は，誇張されがちである。 

労働力の少なからぬ部分は低生産性，不安定雇 

用，低支払という，スチュアート期イングラン 

ドと多く共通点をもっ諸条件の下に存在してい 

たことは，周知のことである」（P.34) と主張す 

る。イギリスだけが先頭を切って生活水準が上 

昇したと考えるのは誤まりであり，ロンドンは 

産業革命の中心地マンチェスターやハリファッ 

クスとは異なり， ヨーロプバ大陸のバリ， ライ 

プツィッヒ，ペルリンと近似的な実質賃金推移 

を示した。すなわちこれら4都市では，実質賃 

金は18世紀後半に低落し（とくに1790年代に)，

19世紀に入るととくに1820年代に上昇するが， 

なお18世紀中頃の水準を越えていない。 その時 

以降，実質賞金は上昇するが， そのさい安い価 

格の穀物の供給が決定的に重要となり， ロンド 

ンでは1840年代に安い穀物が入り，実質賃金は 

上昇しはじめる力’、， パリやフランスの諸都市で 

はそれが生じるのは1870年代であり， ペ ル リン， 

ライプツィッヒや他の多くのドイツの都市では 

1880年代であった。 国 際 比 較 （西ョーロッバだけ 

であるが）の 視 点 を い れ ，大都市間の実質賃金 

推移の比較を試みたことが， シュヴァルツの論 

文の最大のメりブトといえよう。

7 ボーサムによる実質賃金指数

ポーサムはエクレストンが扱ったミプドラン 

ドの5 つ の カ ウ ン テ ィ ー の1 つであるスタッフ 

ォードシャー， それも北部スタプフォードシャ 

一 を 対 象 と し た （Botham, F. W . 〔1982-Pli.D. 〕）。 

時 期 的 に は ユ ク レ ス ト ン （1750年一1834年） より 

長く， 1750年一1914年をとっている。 のちにハ 

ン ト と の 共 著 と し て 発 表 し た 論 文 （Botham, F. 

W. & Hunt, E.H. [1987])のなかの実証部分は，

ハントの前記1982年の研究のなかから18世紀後 

半の部分のみを抜粋• 要約したものであり，後 

述するようにシュヴァルツ論文批半Ijの意味をも 

っている。ュクレストンが実質賃金算出は不可 

能としたのとは対照的に》ボーサムは大胆にし 

かも長期にわたってそれを算出しているが，こ 

れは北スタッフォードシャーというより狭い地 

域を対象としたため，地域間賃金格差が無視し 

うるほどであったことにもよるのであろう。

匕スタッフォ一ドシャーは， ロンドンからも 

産業革命の中心地ラン力シャーやヨークシャー 

のウェスト • ライディングからも離れた中間に 

位置する。ボーサムは，実質賃金算出のための 

名目賃金と生計費を得るため，北スタプフォー 

ドシャーに残存する断片的ではあるが:®大な資 

料 （公道トラスティー，炭鉱. 工場. 農場経営記録， 

ミチ;Cスン文書Micheson Papers等）を徹底的に 

克集 • 分析し陶工，炭鉱夫, 職 人 〔れんが積み 

エ，大工等)，一般レイバラ一 （道路工夫，建築)， 

農業労働者，家内享行人の6 つ職種の実質賃金 

を算出する。第 3, 4 図はそのうちレイバラ一  

と陶工の1750年一1914年の実質賃金指数であり， 

第21表はそれの10年間平均である。ボーサムの 

全般的な評価は，ri750年一1914年の全期間を 

通じて，北スタッフォードシャー地域の労働者 

の大多数を実際上意味する，分析の対象とした 

労働者のどの* 団も，長期間にわたり実質賃金 

が低下したことを示す有力なIE拠はない。反对 

に，1750 年一1815 年，1815 年一1850 年， 1850 

年一1914年の短期間のいずれにおいても，認め 

うるほどの実質賃金の増加があった労働者の諸 

* 団が，常に同一の集団ではなかったけれども， 

存在した」(Botham, F. W . [1982], p. 4 1 6 )とい 

うものである。この一般的梓組のなかで個々の 

職種が時期によってr極めて複雑に」変化した 

ことを， つぎのようにいう。「1850年までの期

注 （5 ) Floud and McCloskey, Economic History of Britain, I , p. 114. E. Hopkins, ‘Working Hours 

and Conditions during the Industrial Revolution: A Re-appraisal', Economic History Review, 

2nd ser., XXX, 1982. R. Samuel, 'Workshop of the World: Steam Power and Hand Technology 

in Mid-Victorian Britain', History Workshop, HI, 1977.
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第3 図北スタッフォードシャーの陶工の実質賃金指数（175G年一1914年） 1790年= 100
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出典）Botham, F. W .〔1982〕，p. 419.

第 4図北スタッフォードシャーのレイパラーのま質賃金指数（1750年一1914年)

実 金 指 数

1790年= 100

出典）Botham, F. W .〔1982〕，p. 418.
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第21表北スタッフォードシャ一の 

実質賃金指数（10年間平均）
1790年= 100

年 レイバラ 一 C不熟練） 陶 工 （熟練）

1750—59 95.1 69.3

1760—69 103.3 61.0

1770—79 111.7 —

1780—89 113.5 —

1790—99 104.6 101.2

1800—09 101.7 92.0

1810—19 108.7 93.8

1820—29 126.9 124.9

1830—39 137.7 129.7

1840-49 135.4 120.5

1850—59 143.5 123.5

1860—69 137.6 127.0

1870—79 151.7 134.1

1880—89 193.4 151.7

1890-99 208,2 168.2

1900—09 196.6 157.0

1910-14 186.7 160.2

出典）Botham, F. W .[1982], Ph. D. thesis, p. 428 

と p. 429のまにある各年度毎の数値より松 
村が算出。なお， レイバラ一の1750年一1789 

年の分は， Botham, F.W. and Hunt, E. H. 

〔1987〕，p. 390の Table 6 に載っている。

間は， 陶 工 は お そ らく最大の全体的利得を得た 

であろう。 かれらの実質賃金は1750丰と1850年 

の間に75% ほど増 加 した。1815年 と1850年の間 

の期間だけをみると，最大の利得はれんが積み 

エが得たようであり，かれらの実質賃金は約40 

% 増加した。最後の時期1850年一1914年には， 

炭鉱夫が最大の利得を得，ほとんど実質賃金を 

2 倍にした（バーンズビーのプラック.カントリー 

とは対照的である。—— 松村)。19世紀を通して， 

家内奉公人が重要な利得を得た。その実質貢金 

は1815年一1850年の間に38%上 昇 し 1850年一 

1890年の間にさらに38%増加したのである。」 

(p.416) 全般的にボーサムの実質賃金は上昇を 

示し，楽観論的見解を支持するようにみえる。 

当地域の実質賃金を「最も典型的に表わす労働 

者の集団である一般レイバラ一」は，「1750年 

一 1914年の全期間で実質賃金は約2 倍になった。 

1750年一1815年には15%の増加が，1815年一

1850年には25%の増加が，1850年一1914年には 

25%の増加があった。1815年一1850年の期間は 

他の2 つの期間の約半分の期間だから，実質賃 

金は実際には1815年と1850年の間に最も急上昇 

したといえる。」（P.417)

このレイバラ 一 の実質賃金をまわしたグラフ 

(第4 図）をみると，実質賃金の上昇は比較的垣 

期間に生じていることが判る。すなわち1770年 

代，1820年代初期，1870年代後期と80年代であ 

り，いずれも物価下落の時期であった。「物価 

の推移は，全期間を通して，全ての労働者*団 

の実質賃金決定の極めて重 要な可変数である。 

とくに物価下落は，初期のレイバラ一や19世紀 

末の陶工のように，ダイナミックでない職業部 

門の労働者に主要な利得をもたらした。より拡 

大的部門の労働者は，ナポレオン戦争中の陶工 

がそうであったように，インフレーション期に 

貨幣賃金を上昇させることにより実質賃金をか 

なり維持することができた」（P. 421)のである。

つづいてボーサムは， 自らの指数を従来の諸 

指 数 と 比 較 . 横討する。 クラッバムが平均的エ 

業労働者の購買力は1790年一 1850年に60%増加 

し た （Clapham, J .H .〔1926〕，p. 128) としている 

のは高過 ぎ るとし，北スタッフォードシャーで 

は，典涯的実質賃金の増加は，1815年一1850年 

の間 に 20—25 % であり， こ れ は フリンの推計 

(Flint!, M.W. [1974], p. 408) と極めて類似して 

いるとい う （P.424)。 さらに，「北スタッフォー 

ドシャーのHE拠はまた， 多数の工業労働者がか 

つて考えられていた以上にうまく戦時インフレ 

に遅れをとらずにすみ，主要な実質賃金取得は, 

1813年一23年の戦後インフレの時期になされた 

とする見解を支持する」（pp.424~5) として， フ 

リ ン の 結 論 （Flinn, M.W. Cl974], pp. 408-9) に 

近 い というのである。 フリンは前稿（上）でも指 

摘したように， 1750年一1850年 の 100年間のな 

かで， ナポレオン戦争後の10余年が唯一実質賃 

金が急上昇を示した時期であったという，意外 

性を多分に も つ 結 論 をだしていた（前 稿 （上)， 

P.171)。
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つぎに . ノ、ントと ボーサムの 共 同 論 文 （Bo

tham, F. W. and Hunt, E. H .〔1987〕）をみてみよ 

う。 これは， 18世紀後半のみを扱っているが， 

そ こでの問題関心は， ロンドンを扱 っ たシュヴ 

ァルツの， 18世紀後半の50年間は実質賃金は急 

低下 したとい う主張が， スタッフォードシャー 

にも妥当するのか， また， リンダートの同じ期 

間に実質賃金の急上昇はイングランド南部でも 

北部でも見られないという主張が，北スタッフ 

ォ ードシャーでも妥当するのか， もしあ当しな 

いとすれぱ何故なのか， という点にあった。 ポ 

一サムたちの結論は， シュヴァルツやリンダー 

トの主張は， 北 スタッフォードシャーには妥当 

しないということである。第22〜24まは， シュ 

ヴァルツとボーサムの実質賃金指数を比較する 

ために， 10年毎の平均値をだして対比したもの 

であるが， 18世紀後半，れんが積みエはロ ンド 

ンでは下落，北 スタッフォードシャーでは上昇 

(1790年代はやや下降）の 傾 向 が み い だ せ る （第 

22表)。大 工 の ぱ あ い は ロ ソ ドンでは下降気味 

(nSG年代は上昇）だが， 北スタッフォードシャ 

一では70年代に頂点に達し， それ以後は下降気 

味で， れ ん が み エ ほ ど 明 瞭 な 対 比 が み い だ せ  

な い （第23表）。 また， レイバラ一については資 

料が限定されているので， いまロンドンのれん 

か 積 み エ のレイバフ一と北スタヴフォ一ドシャ 

一の一'般レイバラ一を比 較 し て み ると， ロンド 

ンの下降傾向と北スタッフォードシャーの上昇 

傾向が対照的にみいだされると一 jtEは い う こと 

が で き る （第24表)。

ボーサムは， この地方間格差を産業革命の影 

響の差異と解釈する。 ボーサムは北スタッフォ 

一ドシャ一の賃金推移は， ロンドンやイングラ 

ンド南部のそれ と は 一 致 せ ず ， 「経済刺戟の強 

い地方の推移と一致する」 という。 さらに， 採 

炭夫と陶工の実質賃金の上昇が一般レイバラ一 

や建築エよりも急速であったことも指摘する0 

そして，r これら全ては， 北 部 と ミ ッ ド ラ ン ド 

のかなりの地域の労働市場が， 18世紀後半の産 

業革命により有利な影響をうけたという伝統的

第22表れんが積みェのま質賞金指数

1790年= 100

年 ロンドン 北スタッフォー 
ドシャー

1750—59 140.8 74.7

1760—69 124.7 73.2

1770—79 108.5 82.3

1780—89 106.0 100.7

1790—99 98.9 98.9

出典）ロンドンは第20表 (Schwarz)より技粋。

北スタッフォードシャ一はBotham, F. W. &. 

Hunt, E .H .〔1987〕， p. 392, Table 8 より 

松村が算出。

第23表大工の実質賃金指数

1790年= 100

ロンド / 北スタッフォー 
ドシャー

1750—59 119.8 96,4

1760—69 106.9 84.2

1770—79 97.2 129.8

1780—89 101.0 118.8

1790—90 94.2 109.2

出典）同上。

第24表 レイパラ一の実質賃金指数

1790年= 100

/rrr̂- ロンド ノ 北スタツフォー 
I' シャー

1750—59 139.9 95.1

1760—69 124.7 103.3

1770-79 99.5 111.7

1780—89 106.0 113.5

1790—99 102.2 104.6

出典）ロンドンは第20表 （Schwarz)より抜粋（れ

んが積みエのレイノ、フ一）。北スタプフォ'一ド 

シャーは第21表より抜粋（一般レイバラ一）。

見解と一致する」 （P.395)という。 つまり， 貧 

金史上に位置づけるならば， ボーサム等の地方 

史研究は， 産業 革 命 のインバクトを強調するギ 
ルボーイ等の古典的主張の復活ということがで 

きよう。シユヴァルツ， リンダート， ウィリア 

ムスン， クラフツ， フォアズ等による古典的賃; 

金史の修正に対し， 振子が振れすぎたというこ 

とを北スタッフォードシャ一の実質賃金の支 IE
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的研究から主張したのがボーサムなのである。 

ボーサムによれば，「賃金に関するギルボーイ 

の業績や18世紀の『産業革命』に対する伝統的 

信頼の中により重要性がある」（pp. 377-8) とい 

うことになる。

しかし，ボーサムの立論が成り立つには，北 

スタッフォードシャーで，資料が欠如している 

点 （陶工は1770年一90年の20年間のデータが欠けて 

いるし，採炭夫は1774年以降しかデータがない）は 

別としても，何故1790年代にれんが積みエの実 

質賃金が低下すろのか，大工のぱあいはすでに 

1780年代から低下しはじめるがそれは何故なの 

かが説明されねばならない。また， レイバラ一 

については，ボーサムは10年間平均では18世 

紀後半に実質賃金が上昇していることをボす表 

([1987], p. 390, Table 6 )を示している力;，年  々

の変化をみると変動は激しく，1750年以降（40 

年間にわたり）上昇傾向があったといえる力、は 

疑問である（第4 図を参照)。致命的なのは共同 

論 文 〔1987〕のその表が上昇顔向の続く1789年 

までで表示を止めていることである。Ph.D.論 

文 〔1982〕のグラフをみても明らかなように， 

1790年以降20年間は下落している（第21表のよ 

うに，1780年代= 113. 5 に対し，1790年代= 104.6, 

1800年代= 101.7 と下落)。この期間を考慮すると 

18世紀後半に産業革命のインバクトを受けて北 

スタッフォードシャーでは実質賃金が上昇した 

とする立論は崩れるのではないか。シュヴァル

ッ批判を前面にだし，かような立論をするため 

に1789年で表示を止めたのでないとすると，そ 

の理由は理解に苦しむところである。Ph.D.論 

文では慎重な論述であったものが， Economic 

History Review誌上では，「統I f に余り大きく 

依存しないよう充分配慮しなければならな、」 

(p. 395)と留保条件をつけながらも，いささか 

強引な展開をしていることは否定できない。

I V 結 論 に 代 え て

以上提示したごとく，地方的実質賃金指数の 

作成は，未だ局地的なボーリングをしている段 

階で，それを総合して一つの像を形成するには 

至っていない。全国的実質賃金指数の作成作業 

との乖離はますます大きくなっている力;，それ 

でも雨者を関連させる試みがないわけではな、。

ニ ー ル ， バーンズビー， グーアヴ ィ ッ シュ，ホ

プキンスは，いずれも全国的賃金指数に対置す 

るものとして，ロンドンに対置して各地方の待 

殊性を強調したが，ボーサムに至って，（ギルボ 

ーィゃフリンの）全国的実質賃金指数との関連性 

を示唆するようになった。ここで初めて産業革 

命ないし工業化の各地方への影響のしかたの差 

異として実質賃金の地方的格差が捉えられたが, 

このことは生活水準論争が産業革命との関連で 

問題にされたという論争の出発点、に再び回帰す 

る徴候ともみなしうる。今後このような地方史

第25表実質賃金と1人当リ個人消費の年間増加率（％)

年
PB H
実質賃金

リンタ一トと
ウィリアムスン

実質賞金

クラフツ
実賞》金

「ぺ ス ト • ゲス」

実質賞金
1人当り実質 
個人消費

1760—1800 一 0. 57 -0.15 n. a. -0.17 0. 25

1780—1820 —0. 03 0. 28 0.71 0. 56 0,47

1820—1850 0. 92 1.92 0. 94 L27 1.24

1780—1850 0. 38 1.00 0. 80 0. 88 0. 80

出典）N.F.R. Crafts〔1989〕，p. 40, Table 4.

P. B. H.-Phelps-Brown E. H. and Hopkins, S. V .〔1956〕. 

Lindert, P. H. and Williamson, J. G .〔1983〕，Table 5.

Crafts, N. F. R .〔1985〕，Table 4.

‘Best, Guess’ Lindert and Williamson〔1983〕，Crafts〔1988〕. 

Real personal consumption一Crafts〔1985〕，Table 5, 2.
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レヴェルの生活水準研究は継続されていくであ 

ろう力；，資料1 ;集をはじめとする驚くべき精力 

が傾注される割には， その成果は地味であり， 
産業革命期イギリス労働者像をただちに根底か 

ら変えるような性格のものではない。

一方で， 全国的賃金指数のレヴ :Cル の 比 較 . 

検討も継続されていくであろう。 最 近 N .F .R . 

ク ラ フ ツ （N .F .R  Crafts [1989])は， 第25表を 

掲 げ ， 全 国 的 実 質 賃 金 と 1 人当り個人消費の年 

間平均増加率を比較している。

クラフツは，P .B .H .の指数は広く使用され 

ているが， 生活水準論争に使用するには適当で 

はないとして， 自ら1780年一1820年は0.71%, 

1820丰ー1850年は0. 94% という実質賃金年間平 

均増加率を算出する。 リンダートとウィリアム 

ス ン （Lindert, P. H. and Williamson, J. G .〔1983〕） 

のぱあい，それぞれ0.28% , 1 .92% と1820年以 

降の増加が急激であるのに比較して， クラフツ 

の増加は後慢である。 両者に共通する点は， ク 

ラフツ自身が指摘するように，実質賃金の増加 

率は個人消費の増加率と軌を一にしている点と， 

1820年以前の時期は増加率が小である点である。 

さらに， クラフツがつぎのように地方的實金指 

数の関連について書いているのに注目したい。 

「ま （第25表） に示されたアグリゲイトされた経 

験は， 全く多様な地方的傾向を包含しているこ 

とを記しておかねばならない。 その多様な地方 

的傾向は， 比較的少数の産業にま中される生産 

性の増大を伴った経济において予期されるとこ 

ろであり， シュヴァル ツ （Schwarz, L .D .〔1985〕） 

や ボ ー サ ム と ハ ン ト （Botham, F. W. and Hunt, 

E .H .〔1987〕）の最近の論文が強調したところで 

もある。 それにもかかわらず， 全体の印象は実 

質 賃 金 の 増 加 は 1 人当り国民所得成長とほぽ同 

一であるということであり， そ れ はフェルプス 

•プ ラウンやディーンとコールの業績を比較し 

て到達するのとは極めて異なった結果である。J 

(Crafts, N .F.R.〔1989〕，p. 41) 前 述 し たシュヴァ 

ルツとボーサムとハントの对立的な地方的実質 

賈金の推移も， クラフツは矛盾なく統一的に理

解 で き る と い う （Crafts〔1988〕，[1989], fn. 56) 。 

いずれにせよ， 全国的実質賃金は， 今後はとく 

に， 固 定 資 本 投 資 と 国 内 総 生 産 の 増 加 が 「産業 

革命期」 に従来考えられていたより緩慢であっ 

たという， 最近定説となりつつある新経済史の 

工業化緩慢論との関連の中で， 追求されていく 

であろう。 それが地方的レヴェルの研究とどの 

ような連関をもってくるかは， その試みが散発 

的に行われてはいるものの， 未知数であるとい 

わざるをえない。

最後に， 最近の生活水準研究全体にかかわる 

と思われる問題点を3 点拳げておこう。第 1 は， 

実 質 賃 金 指 数 作 成 に 「矮小化」 されてきた生活 

水準研究をどう本来の研究に回復するのか， と 

いう点である。実質賃金指数の作成に限っても， 

従来は名目賃金，物価，（せいぜい労働時間，失業 

率）だ け か ら 構 成 し て き た 。 （実質賞金に影響を 
与える要因には，超過手当，トラック. システム，罰 

金等があるが， これを実質賃金の傾向に算入するこ 

とは困難ではあるが。）し力、し，ま質賃金以外で生 

活 水 準 を 規 定 す る 重 要 な 指 標 は 多 数 あ る し そ  

の中には数量化しうるものもある。 とりわけ衣 

食住の物質史が重要である。 食物史についてい 

えぱ，E .ス ミ ス Edward S m ith が1863年に公

表したイングランド， ウェールズ， スコットラ

ンドの農業労働者500家族と編織工， 靴エなど 

貧 困 な 産 業 労 働 者 125家族の食物分析があり ,

ォディのこれを資料として力ロリ一計算した歴 
史 学と栄養学を結合した研究も あ る （oddy, D. 

J . [1970])し， 周 知 の J . バ ー ネ ッ ト の 研 究  

(Burnett, J . [1965],〔1969〕）もある。衣料史は遅 

れている研究領域であるが， 住宅史は豊富な研 

究蓄積がある。 さらに公衆衛生を含む都市史，

よ り 広 く 環 境 史 と 生 活 水 ,と の 関 連 も 不 可 欠 で  

ある。 そ し て 生 活 水 ,と い う 量 的 側 面 だ け で な  

く， 生活様式という質的側面にも充分な考察が 

なされなけれぱならない。そのためにはプル一 

. プックスに加えて， イーデンからはじまりメ 

イヒュー， プース， ロウントリ一， さらに王立 

統計協 会 （ボウリーやウッドを含む）へという主
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潮流とそこから派生する諸々の支流からなる;i  

大な社会調査•貧困調査をいかに再定置し再評 

価するかということが不可欠な作業となるだろ 

う。プースの再検討はす で に 始 ま っ て いる 

CHennock, E.P. [1987] やプースに関するオープン 

.ュニヴァーシチィ一で開かれた研究会〔1988〕）。

第 2 は， 対象時期の掀大の問題であり，前述 

したごとく産 業 革 命 以 前 （Woodward, D .〔1981〕 

や Snell,K. D. M . [1981, 1985])や以後第一次世 

界大戦までがすでに射程に入っている。最近，
I . ゲイズリ 一 （Gazeley Ia n ,〔1989〕）が1880年一 

1914年のプリチンの都市労働者の生計費指数を， 

ボ ウリーとウッ ドのそれを批判• 修正しながら 

綿密に算出した。今後は， 第一次大戦までの時 

期がますます研究され， 大戦以降の戦間期まで 

射程に入るにちかいない。

第 3 は，イギリス帝国の植民地支配との関係 

で生活水準を把えるという問題である。私は旧 

稿で，楽観論者がイングランドのみの生活水準 

を扱い，悲観論者がアイルランドも含めたプリ 

チンの生活水準を扱う傾向があることを指■し 

たうえで，アイルランド人も含めてイギリス産 

業革命期の生活水準問題を再検討する必要を述 

ベた（松村〔1970〕pp. 36-7)0 その後，イギリス帝 

国の植民地支配の問題を抜きにしてはイングラ 

ンドの生活水準は語れないことがますます明ら 

かになってきている。アシュトンが『産業革 

命』の中でイングランドとインドの生活水準を 

並置して，雨者の著しい差異は産業革命を経過 

したか否かによるとして工業化を賛爱し楽観論 

を主張したことは周知のことであるが，この指 

摘が，象徴的にいえぱ，インドからの掉取なく 

してはイングランドの繁栄はなかったという両 

国の相互連関の視点を欠落させていることは明 

白である。要は，イギリス帝^国主義論と植民地 

研究の龙大な蓄積を媒介としながら，生活水準 

問題を具体的.歴史的に解明することが必要で 

ある。もっともこれは難問中の難問であるが， 

今日的意義を多く含んでいる課題であることは 

確かである。

イギリスの生活水準論争については，わが国 

では，琴野孝の先駆的業績をはじめ，本稿巻末 

に掲げたような多くの整理• 紹介があり，最近 

では原剛〔1988〕が最も総括的にまとめている。 

地方史レヴュルとなると，南部宜行が南ウ;I：一 

ルズの実IE的研究（〔1987〕）を試み，私も多少ス 

タウアプリッジで試みた〔〔1983〕）力;， 日本人 

研究者の資料1；集上の不利は否めない。

〔追記〕 本稿脱稿後，L. D., Schwarz, 'Trends 

in Real Wage Rates, 1750-1790; A Reply to 

Hunt and Botham’，Economic History Review, 

2nd sen, vol. XLIII, 1990.が発まされた。こ 

れは前述の Hunt, E. H. & Botham, F. W. 

〔1987〕に对するコメントである。シュヴァル 

ツによれば，ハントとボーサムは，「一握りの 

良いデータは，部屋ー坏の悪いデータから生じ 

るュコノメトリックスの成果より充分価値があ 

りうると強調し，したがってリンダートとウィ

リアムス ン ， マ ク ロ ス キ ー ， クラフツ， シュヴ

ァルツのまから生じるとされる新しい正統性に 

対して挑戦したのである。」（P.9のそこでシュ 

ヴァルツは，自らは「新」経済史の産業革命像 

に全ては組みしてはいないと主張して，1750年 

から1790年にかけての実質賃金の地域的差異を 

明らかにしようとする。まず，当該期間の生計 

費指数をボーサム，シュムペーターとギルボー 

イ （S G ) ,フェルプス• プラウンとホプキンス 

(P B H ) ,クラフツと4つ掲げる（Table I, p. 91)。 

スタッフォードシャ一を扱ったボ一サムの指数 

以外は全て3つとも南部を基礎としたものであ 

るので，ボーサムの指数は「とくに欽迎すべき 

修正」〔P.91)であると評価する。しかし，その 

ボ一 サムの生計費指数も，結果的にはPB Hと 

S G の指数と同一の推移を示すことを図示す 

る （Figure I, P. 92 )0明示的には指摘されていな 

いが， ロンドンや南部地域以外の生計費指数も 

同一であることを伏線として， シェヴァルツは 

つぎに，1750年一1790年の名目賃金指数を示す 

(Table 2, p. 93)。 ロンドン， 北スタッフォード 

シャー， ミッドランド等々11の地域の指数が，
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レイバラ一 ， クラフツマン等々別に示される。

そして，前記の生計費指数と重ね合わせて， 

1750年から1770年にかけて，どの地域も実質賃 

金が持続的に増加した証拠はないが，1770年一 

1780年は，ノース • ライディング， ウェスト . 

ライディング， ラン力シャー， ミッドランド，

北スタッフォードシャーで急上昇したという。 

(1750年=100とすると，これら5地域では，1780年時 

点でいずれも130以上示している。）これに对し，

ロソ ドン，ュグゼタ一では横ぱい，ないし減少 

しており， メイドストーン，オックスフォード，

グロースター では， 1780年時点で111〜 127と微

増である。

シュヴァルツは，その後，この議論では余り 

本質的でないュクレストンとスネルの議論に触 

れ，結論的にボーサムが主張した「工業化との 

関係」をより検討が必要であるとだけ述べて， 

判断は留保している。その理由は，「かような 

関連は，スタッフォードシャー， シュロップシ

ャ一， ウニスト•ライディングについてはある 

程度確信をもって推定しうるが，スコットラン 

ドのハイランド（そこでは賃金率はウェスト.ラ 

イディングより上昇した）を別としても，北ウCC 

ールズでは余り明白でない」（P.96) からであ 

る。それ故「〔工業化との）関連は深意深く検时 

される必要がある。」(p. 96) これが最後の文言 

である。

しかしながら，シュヴァルツの論文では南部 

以外の生計費指数は示されていないのだから， 

ボ ー サムの指数でそれを代表させるという強引 

なことをしないかぎり，名目賃金の地域的差異 

から実質賃金の地域的差異は議論できないはず 

である。いまその強引な仮定をおいたとしても， 

シュヴァルツの示した実質賃金上昇の地域的差 

異は，工業化の影響を受けた地域の賃金が上昇 

したとして工業化と賃金上昇との関係を主張し 

たボーサムの立論を，補強こそすれ，批判する 

ことにはなっていない。
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